
 

 

 

 

平成２０年８月１５日 

 

 

 

平成２０年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 

 

Ⅰ 普通交付税 

 

１．普通交付税決定額（全国） 

（単位：億円、％） 

区  分 平成20年度 平成19年度 対前年度伸率 

道 府 県 分 ８０，１４１ ８０，６０３ △０．６

市 町 村 分 ６４，６７５ ６２，３００ ３．８

合 計 １４４，８１６ １４２，９０３ １．３

 

２．本県分 

（１）交付決定額 

県    分     2,195億509万7千円 

市町村分     1,766億5,836万4千円 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ 25億3,287万8千円（△1.1％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ49億4,631万円（2.9％）の増となった。 

      （市町村別決定額は別紙１のとおり。） 

       六ヶ所村は平成８年度から、東通村は平成１８年度から引き続き不交付団体となっている。 

（単位：千円、％） 

区 分 平成20年度 平成19年度 差引増減 伸率 

県 分 ２１９，５０５，０９７ ２２２，０３７，９７５ △２，５３２，８７８ △１．１

市町村分 １７６，６５８，３６４ １７１，７１２，０５４ ４，９４６，３１０ ２．９

合 計 ３９６，１６３，４６１ ３９３，７５０，０２９ ２，４１３，４３２ ０．６

 

なお、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた額（交付団体ベース）は、県分が

2,441億1,903万円、市町村分が 1913億4,036万7千円で、前年度に比しそれぞれ0.8％（18億7,169万円）

の増、2.1％（39億5,473万4千円）の増となっている。（近年の交付額の推移は別紙２のとおり）  



３．地方再生対策費（平成２０年度創設） 

 

（１）地方再生対策費の概要 

地方税偏在是正による財源を活用して、「地方と都市の共生」の考え方の下、地方が自主的・主体的

に行う活性化施策に必要な経費を基準財政需要額において包括的に算定。市町村、特に財政の厳し

い地域に重点的に配分。 

  

（２）地方再生対策費の算定額（全国) 

（単位：百万円） 

区 分 道府県分 市町村分 合 計 

地方再生対策費 １５０，４２９ ２５０，３７９ ４００，８０８

 

 （３）本県分 

（単位：千円） 

区 分 県  分 市町村分 合 計 

地方再生対策費 ４，３１９，８８４ ５，３４５，９５９ ９，６６５，８４３

※市町村別算定額は別紙３のとおり。（不交付団体を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．頑張る地方応援プログラム（平成１９年度創設） 

 

頑張る地方応援プログラムに基づく算定額 

 

「都道府県分」                                            （単位：百万円） 

算定額 
成果指標 割増対象経費 

全国 本県 

歳出削減の取組に要する経費 ９，０００ ２８２歳  出  

削減率 地域振興関係経費 ６，０００ ３５５
行革の実績

を示す指標 
徴収率 徴税強化の取組に要する経費 ２，０００ ２４

 小     計 １７，０００ ６６１

農業産出額 農業振興関係経費 ７，０００ ６３３

小売業年間商品販売額 観光振興関係経費、商業振興関係経費 ７，０００ ０

製造品出荷額 産業振興関係経費 ３，０００ ２１

合      計 ３４，０００ １，３１５

 

「市町村分」（市町村別算定額は別紙４のとおり）                       （単位：百万円） 

算定額 
成果指標 割増対象経費 

全国 本県 

歳出削減の取組に要する経費 ２７，０００ ５０７

地域振興関係経費 ８２，０００ ３，３７７
歳  出  

削減率 
 うち条件不利地域の更なる割増 ３６，０００ １，７２８

行革の実績

を示す指標 

徴収率 徴税強化の取組に要する経費 ８，０００ ５５

 小     計 １１７，０００ ３，９３９

出生率 少子化対策経費 １１，０００ ７１

ごみ処理量 廃棄物の減量化対策・分別収集経費 ９，０００ １１１

農業産出額 農業振興関係経費 ９，０００ １，０６８

小売業年間商品販売額 観光振興関係経費、商業振興関係経費 １１，０００ １１４

製造品出荷額 地域振興関係経費 ７，０００ ５８

事業所数 地域振興関係経費 ８，０００ ８６

若年者就業率 地域振興関係経費 ９，０００ ９０

転入者人口 地域振興関係経費 ９，０００ １９

合      計 １９０，０００ ５，５５６

※全国の数値は10億円未満四捨五入のため、個別の算定額の計と合計は一致しない。 

  不交付団体含む。 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 

 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成１９年度から平成２１年度の間、地方財政法第５条の特例として発

行されるもの（平成１３年度から平成１８年度までにおいても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

発行可能額を算定するために地方交付税法に定められた［単価］に［各地方公共団体の人口］及び［補

正係数］を乗じて算出。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                  （単位：億円、％） 

区  分 平成２０年度 平成１９年度 
対前年度

伸率 

従来分 １２，３１６ １３，１５０ △６．３

地方再生対策費分 ３，７００ － 皆増都道府県分 

小計 １６，０１６ １３，１５０ ２１．８

市 町 村 分 １２，３１６ １３，１５０ △６．３

合 計 ２８，３３２ ２６，３００ ７．７

※端数処理の結果、単純合計と合計欄の数値とは一致しない箇所がある。 

※不交付団体を含む。  

※地方税の偏在是正の効果が生じるまでの間は、臨時財政対策債の発行により「地方再生対策費」の

財源（3,700 億円）を確保することとし、都道府県の発行可能額に加算している。 

 

４．本県分 

県   分  246 億 1,393 万 3千円 

市町村分  146 億 8,200 万 3千円（市町村別発行可能額は別紙５のとおり） 

                                                                （単位：千円、％） 

区 分 平成２０年度 平成１９年度 差引増減 伸率 

従来分 １８，９２７，６４７ ２０，２０９，３６５ △１，２８１，７１８ △６．３

地方再生対策費分 ５，６８６，２８６ － ５，６８６，２８６ 皆増県 分 

小計 ２４，６１３，９３３ ２０，２０９，３６５ ４，４０４，５６８ ２１．８

市町村分 １４，６８２，００３ １５，６７３，５７９ △９９１，５７６ △６．３

合 計 ３９，２９５，９３６ ３５，８８２，９４４ ３，４１２，９９２ ９．５

※不交付団体を含む。 

 



Ⅲ 地方特例交付金・特別交付金 

 

１． 地方特例交付金・特別交付金の概要 

 

（１）地方特例交付金 

【児童手当特例交付金】 

平成１８年度及び平成１９年度における児童手当の制度拡充に伴う地方負担の増加に対応するために

交付するものであり、各地方公共団体の児童手当の支給対象となる小学校４年生から６年生までの児童の

数及び児童手当引き上げ対象児童数（児童手当の支給対象となる３歳未満の児童のうち第１子及び第２

子の数）を基礎として算定するもの。 

【減収補てん特例交付金】（平成２０年度創設） 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補てんするため

に交付するものであり、各地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するも

の。 

 

（２）特別交付金 

恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんする減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって

廃止されたことに伴う経過措置として交付するものであり、各地方公共団体の減収見込額を基礎として算

定するもの。 

 

２． 地方特例交付金・特別交付金交付決定額（全国）                         （単位：億円、％）             

区  分 平成20年度 平成19年度 対前年度伸率 

都道府県 

地方特例交付金 

うち児童手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

特別交付金 

２，４３５

１，２１２

５９１

６２１

１，２２３

１， ７８３

５６０

５６０

－

１，２２３

３６．６

１１６．４

５．５

皆増

０．０

市 町 村 

地方特例交付金 

うち児童手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

特別交付金 

２， ２９９

１，５２２

５９１

９３１

７７７

１， ３３７

５６０

５６０

－

７７７

７２．０

１７１．８

５．５

皆増

０．０

合   計 

 地方特例交付金 

うち児童手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

特別交付金 

４，７３４

２，７３４

１，１８２

１，５５２

２，０００

３，１２０

１，１２０

１，１２０

－

２，０００

５１．７

１４４．１

５．５

皆増

０．０

 

 

 

 

 



３．本県分 

県   分   地方特例交付金：  10 億 9,186 万 5千円 

         特別交付金：       2 億 5,109 万円 

市町村分   地方特例交付金：  13 億 612 万 7千円 （市町村別決定額は別紙６のとおり） 

特別交付金：      3 億 3,541 万 1千円 （市町村別決定額は別紙７のとおり） 

 

 

（単位：千円、％） 

区  分 平成20年度 平成19年度 対前年度伸率 

都道府県 

 地方特例交付金 

うち児童手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

特別交付金 

１， ３４２，９５５

１，０９１，８６５

６６３，３１８

４２８，５４７

２５１，０９０

８９４，４２１

６４３，３３１

６４３，３３１

－

２５１，０９０

５０．１

６９．７

３．１

皆増

０．０

市 町 村 

 地方特例交付金 

うち児童手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

特別交付金 

１， ６４１，５３８

１，３０６，１２７

６６３，３０３

６４２，８２４

３３５，４１１

９８０，０７８

６４４，６６７

６４４，６６７

－

３３５，４１１

６７．５

１０２．６

２．９

皆 増

０．０

合   計 

 地方特例交付金 

うち児童手当特例交付金 

うち減収補てん特例交付金 

特別交付金 

２， ９８４，４９３

２，３９７，９９２

１，３２６，６２１

１，０７１，３７１

５８６，５０１

１， ８７４，４９９

１，２８７，９９８

１，２８７，９９８

－

５８６，５０１

５９．２

８６．２

３．０

皆増

０．０

    ※上記交付金は、いずれも普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対 

象となる。 

 


